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 ２０２１年１０月１２日、本県で初めて
障害者虐待による行政処分を行いました。

 本研修の内容を、各事業所・法人内で伝達
していただき、障害者の権利擁護・障害者
虐待の問題を改めて見直してください。

 虐待か否かに関わらず、職員体制・支援
内容を検証することで、専門性の向上に
努めてください。



はじめに
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ここでは…

 本県の障害者虐待対応状況の動向等について

 令和３年度報酬改定をはじめとした情報提供

お話させていただきます。



障害者虐待事例の経年比較
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本県の障害者虐待の
動向等について

養護者による障害者虐待
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経年比較としては平成２５年度から平成３０年度の６ヶ年分が対象。

224 216
250

303
339

414
452

430

129
102 117 113

147
181

119
148

0

100

200

300

400

500
相談・通報件数(件)

虐待判断件数(件)

愛知県 全国

 相談・通報件数は、増加傾向

 虐待判断件数は、横ばい

 全国と愛知県の経年変化は概ね一致



障害者虐待事例の経年比較
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本県の障害者虐待の
動向等について

障害福祉施設従事者等による障害者虐待
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 相談・通報件数は、増加傾向

 虐待判断件数は、緩やかに増加

 全国と愛知県の経年変化は概ね一致



障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待
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本県の障害者虐待の
動向等について
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障害者虐待事例の経年比較
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本県の障害者虐待の
動向等について

使用者による障害者虐待

注：平成２４年度のデータは下半期のみのデータであり、
経年比較としては平成２５年度から平成３０年度の６ヶ年分が対象。
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２０２１年度上半期の状況
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２０２１年度上半期の相談・通報・届出件数等（４月１日から９月３０日までの受付分）

養護者による虐待 施設従事者等による虐待

相談等件数 虐待判断件数 虐待判断率 相談等件数 虐待判断件数 虐待判断率

2021
年度(上)

２０８件
８５件

(対応中:６件)
４０．９％

2021
年度(上)

１２０件
２９件

(対応中:21件)
２４．２％

2020
年度(速)

４３０件 １４８件 ３４．４％
2020

年度(速)
１８５件 ５９件 ３１．９％

2019
年度

４５２件 １１９件 ２６．３％
2019
年度

１５３件 ２３件 １５．０％

使用者による虐待 合計

相談等件数 虐待判断件数 虐待判断率 相談等件数 虐待判断件数 -

2021
年度(上)

４８件
６件

(対応中:10件)
１２．５％

2021
年度(上)

３７６件
１２０件

(対応中:37件)
-

2020
年度(速)

７４件 １８件 ２４．３％
2020

年度(速)
６８９件 ２２５件 -

2019
年度

９６件 ３４件 ３５．４％
2019
年度

７０１件 １７６件 -

※２０２０年度及び２０２１年度の数値は速報値

本県の障害者虐待の
動向等について



虐待行為と刑法
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令和３年度報酬改定
等の情報提供

虐待行為は、刑事罰の対象になる場合があります。

これまでの虐待事案においても、虐待した障害者福祉施設等の職員が警察によって逮捕、
送検された事案が複数起きています。
※刑事訴訟法第239条第２項では、公務員はその職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、
告発をしなければならない旨が規定されています。
障害者虐待においては、市町村、都道府県が事実関係を把握した段階やその後調査を進める中で、警察
等への被害の届出、告発の要否を適正、迅速に判断し、必要に応じ、被害者による被害の届出の支援や
行政として告発を行うことが求められます。（なお、被害の届出の支援や告発については、二次被害が
生じないよう配慮した対応が必要です）。

虐待行為の類型 該当する刑法の例

① 身体的虐待
刑法第199条殺人罪、第204条傷害罪、第208条暴行罪、
第220条逮捕監禁罪

② 性的虐待
刑法第176条強制わいせつ罪、第177条強制性交等罪、
第178条準強制わいせつ、準強制性交等罪

③ 心理的虐待
刑法第222条脅迫罪、第223条強要罪、第230条名誉毀損罪、
第231条侮辱罪

④ 放棄・放置 刑法第218条保護責任者遺棄罪

⑤ 経済的虐待 刑法第235条窃盗罪、第246条詐欺罪、第249条恐喝罪、第252条横領罪



刑法の一部を改正する
法律の概要
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① 強姦罪の構成要件及び法定刑の見直し等
（新法第１７７条，第１７８条２項，第１８１条等関係）

• 強姦罪の対象となる行為を性交，肛門性交又は口腔性交（性交等）に改め，その罪名を
「強制性交等罪」とする。

※ 現行法は，「女子」に対する「姦淫」（膣性交）のみを強姦罪として重い処罰の対象としている。

• 強制性交等罪の法定刑の下限を懲役３年から５年とし，同罪に係る致死傷の罪の法定刑の
下限を懲役５年から６年とする。

施行期日：平成２９年７月１３日

○ 平成２６年１０月～平成２７年８月 「性犯罪の罰則に関する検討会」
○ 平成２７年１０月９日 法制審議会に諮問
（平成２７年１１月～平成２８年６月：刑事法(性犯罪関係)部会で審議）
○ 平成２８年９月１２日法務大臣に答申

令和３年度報酬改定
等の情報提供



刑法の一部を改正する
法律の概要
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② 監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪の新設
（新法第１７９条等関係）

• 強盗行為と強制性交等の行為を同一機会に行った場合は，その先後を問わず，無期又は７
年以上の懲役に処することとし，その罪名を「強盗・強制性交等罪」とする。

※現行法では、 強盗が先行→無期又は７年以上の懲役（強盗強姦罪）
強姦が先行→５年以上３０年以下の懲役（強姦罪と強盗罪の併合罪）

• １８歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによる影響力があることに乗
じてわいせつな行為又は性交等をした場合について，強制わいせつ罪又は強制性交等罪と
同様に処罰する規定を設ける。

③ 強盗強姦罪の構成要件の見直し等（新法第２４１条等関係）

④ 強姦罪等の非親告罪化（現行法第１８０条等関係）

• 強姦罪，準強姦罪，強制わいせつ罪及び準強制わいせつ罪を親告罪とする規定を削除して，
非親告罪とするとともに，わいせつ目的・結婚目的の略取・誘拐罪等も非親告罪とする。

令和３年度報酬改定
等の情報提供



障害者虐待の早期発見と
通報義務・通報者の保護について
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（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に係る通報等）
第十六条 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発
見した者は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。
２ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けた障害者は、その旨を市町村に
届け出ることができる。
３ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規定
による通報（虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。）を
することを妨げるものと解釈してはならない。
４ 障害者福祉施設従事者等は、第一項の規定による通報をしたことを理由として、
解雇その他不利益な取扱いを受けない。

第六条 第二項 障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉に業
務上関係のある団体並びに障害者福祉施設従事者等、学校の教職員、医師、歯科医
師、保健師、弁護士その他障害者の福祉に職務上関係のある者及び使用者は、障害
者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、障害者虐待の早期発見に努めなけ
ればならない。

令和３年度報酬改定
等の情報提供



令和３年度障害福祉サービス等
報酬改定における主な改定内容
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（１）グループホームにおける重度化・高齢化に対応するための報酬の見直し
・ 強度行動障害を有する者や医療的ケアが必要な者に対する支援の評価 等

（２）自立生活援助の整備を促進するための報酬・人員基準等の見直し

（３）地域生活支援拠点等の整備の促進・機能の充実を図るための加算の創設

（４）生活介護等における重度障害者への支援の評価の見直し
・ 重度障害者支援加算の算定期間の延長及び単位数の見直し 等

（５）質の高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し
・ 基本報酬の充実 ・ 従来評価されていなかった相談支援業務の評価 等

１ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質
の高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し等

（１）就労移行支援・就労定着支援の質の向上に資する報酬等の見直し
・ 一般就労への移行の更なる評価 等 ・ 定着実績を踏まえたきめ細かな評価 等

（２）就労継続支援Ａ型の基本報酬等の見直し（スコア方式の導入）

（３）就労継続支援Ｂ型の基本報酬等の見直し（報酬体系の類型化）

（４）医療型短期入所における受入体制の強化
・ 基本報酬の充実 ・ 医療的ケアを必要とする障害児を利用対象者に位置付け

２ 効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細かな対応

（１）医療的ケアが必要な障害児に対する支援の充実
・ 新判定スコアを用いた基本報酬の創設 ・ 看護職員加配加算の算定要件の見直し

（２）放課後等デイサービスの報酬体系等の見直し
・ 基本報酬区分の見直し ・ より手厚い支援を評価する加算の創設（(３)も同様）

（３）児童発達支援の報酬等の見直し

（４）障害児入所施設における報酬・人員基準等の見直し
・ 人員配置基準の見直し ・ ソーシャルワーカーの配置に対する評価

３ 医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進

・ 自立生活援助における夜間の緊急対応・電話相談の評価

・ 地域移行支援における地域移行実績の更なる評価

・ 精神障害者の可能な限り早期の地域移行支援の評価

・ 精神保健医療と福祉の連携の促進

・ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進

・ ピアサポートの専門性の評価

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進

（１）日頃からの感染症対策の強化や業務継続に向けた取組の推進
・ 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底（委員会開催、指針

の整備、訓練の実施）
・ 業務継続に向けた取組の強化（業務継続計画の策定・研修及び訓練の実施）
・ 地域と連携した災害対応の強化（訓練に当たっての地域住民との連携）

（２）支援の継続を見据えた障害福祉現場におけるＩＣＴの活用
・ 運営基準や報酬算定上必要となる会議等について、テレビ電話等を用いた

対応を可能とする。

５ 感染症や災害への対応力の強化

（１）医療連携体制加算の見直し
・ 医療的ケア等の看護の濃度を考慮した加算額の設定

（２）障害者虐待防止の更なる推進、身体拘束等の適正化の推進
・ 虐待防止委員会の設置 ・ 身体拘束等の適正化のための指針の整備

（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算等の見直し
・ より柔軟な配分ルールへの見直しによる加算の取得促進
・ 処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)等の廃止 ・ 加算率の見直し

（４）業務効率化のためのＩＣＴの活用（再掲）

（５）その他経過措置の取扱い等
・ 食事提供体制加算の経過措置の延長

・ 送迎加算の継続（就労継続支援Ａ型、放課後等デイサービス）

６ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス
提供を行うための報酬等の見直し

令和３年度報酬改定
等の情報提供



障害者虐待防止の更なる推進
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［現 行］
① 従業者への研修実施（努力義務）
② 虐待の防止等のための責任者の設置（努力義務）

［見直し後］
① 従業者への研修実施（義務化）
② 虐待防止のための対策を検討する委員会として虐待防止委員会(注)を設置するとともに、

委員会での検討結果を従業者に周知徹底する（義務化（新規））
③ 虐待の防止等のための責任者の設置（義務化）

(注)虐待防止委員会に求められる役割は、虐待の未然防止や虐待事案発生時の検証や再発防止策の検討等

※ 令和４年度より義務化（令和3年度は努力義務）

○障害者虐待防止の更なる推進のため、運営基準に以下の内容を盛り込む。

※ 小規模な事業所においても過剰な負担とならず、効果的な取組が行えるような取扱いを提示予定。
【例】
①協議会や基幹相談支援センター等が実施する研修に事業所が参加した場合も研修を実施したものとみなす。
②事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可
②委員会には事業所の管理者や虐待防止責任者が参加すればよく、最低人数は設けない

令和３年度報酬改定
等の情報提供



身体拘束等の適正化の推進

運営基準

以下、②から④の規定を追加する（訪問系以外のサービスについては、①は既に規定済）。訪問系サービスについては、①か

ら④を追加する。

②から④の規定は、令和３年４月から努力義務化し、令和４年４月から義務化する。なお、訪問系サービスにおいて追加する

①については、令和３年４月から義務化する。

① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事

項を記録すること。

② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を

図ること。

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

※ 虐待防止の取組で身体拘束等の適正化について取り扱う場合には、身体拘束等の適正化に取り組んでいるものとみなす。

○ 身体拘束等の適正化の更なる推進のため、運営基準において施設・事業所が取り組むべき事項を追加するとともに、減算要

件の追加を行う。

※療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設

○ 訪問系サービスについても、知的障害者や精神障害者も対象としており、身体拘束が行われることも想定されるため、運営

基準に「身体拘束等の禁止」の規定を設けるとともに、「身体拘束廃止未実施減算」を創設する。

※居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援

減算の取扱い

運営基準の①から④を満たしていない場合に、基本報酬を減算する。（身体拘束廃止未実施減算５単位／日）

ただし、②から④については、令和５年４月から適用する。

なお、訪問系サービスについては、①から④の全てを令和５年４月からの適用とする。

令和３年度報酬改定
等の情報提供



身体拘束廃止に向けて

16

障害者虐待防止法では、「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は身
体的虐待に該当する行為とされています。身体拘束の廃止は、虐待防止において
欠くことのできない取り組みといえます。

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定
障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」等には、緊急やむを得な
い場合を除き身体拘束等を行ってはならないとされています。さらに、やむを得
ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況
並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しなければならないとされ
ています。

やむを得ず身体拘束を行うときの留意点

緊急やむを得ない場合とは・・・ ※以下のすべてを満たすこと
① 切迫性 利用者本人又は他の利用者等の生命、身体、権利が危険にさらされ

る可能性が著しく高いことが要件となります。
② 非代替性 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないことが

要件となります。
③ 一時性 身体拘束その他の行動制限が一時的であることが要件となります。

令和３年度報酬改定
等の情報提供



（虐待防止①）
問１ 虐待防止の研修、労働環境・条件を確認・改善するための実施計画とはどのようなものか。

厚生労働省・事務連絡
（令和３年４月８日）

17

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.２

（答）
例えば、「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」に掲載している「労
働環境・条件メンタルヘルスチェックリスト」を活用した労働環境等の計画的確認などが考え
られる。

https://www.mhlw.go.jp/content/000686499.pdf

（答）
虐待防止のための研修については、「虐待防止の基礎的内容等適切な知識を普及・啓発する」
こととされているため、身体拘束等の適正化の内容に限定しないことが求められる。
例えば、厚生労働省の作成した「障害者虐待防止の理解と対応」を活用することなどが考えら
れる。

https://www.mhlw.go.jp/content/000686501.pdf

（虐待防止②）
問２ 身体拘束等の適正化のための研修及び虐待防止のための研修の関係如何。

令和３年度報酬改定
等の情報提供



厚生労働省・事務連絡
（令和３年４月８日）
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.２

（答）
虐待防止の取組は、①虐待防止委員会を設置し、結果を従業者に周知すること、②従業者に虐
待防止のための研修を実施すること、③虐待防止の責任者を置くこととなっている。
このうち、虐待防止委員会については、事業所単位ではなく法人単位での設置を可能としてい
るほか、人数についても管理者や虐待防止責任者が参画していれば最低人数は問わないことと
している。
また、虐待防止の研修は協議会又は基幹相談支援センター等が実施する研修に参加した場合も
認めることとしている。
さらに、研修については、厚生労働省の作成した職場内研修用冊子「障害者虐待防止の理解と
対応」を活用するほか、事業所間で虐待防止に関する課題を共有した上で、研修を複数事業所
で合同して実施する等の取組が考えられる。
また、厚生労働省においては、今後、小規模な事業所における望ましい取組方法（体制整備や
複数事業所による研修の共同実施等）について調査研究を行い、令和3 年度中に具体的な手法
をお示しする予定である。
なお、こうした小規模事業者への配慮は、身体拘束等の適正化のための取組においても同様と
考えるものである。

（虐待防止③）
問３ 虐待防止の取組について、小規模な事業所にも過剰な負担とならないようにするには、
どのような取組が考えられるか。

令和３年度報酬改定
等の情報提供



虐待防止委員会の役割
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・研修計画の策定
・職員のストレスマネジメント
・苦情解決
・チェックリストの集計、分析と防止の取組検討
・事故対応の総括
・他の施設との連携
・身体拘束に関する適正化についての検討 等

令和３年度報酬改定
等の情報提供



虐待防止委員会の例
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虐待防止委員会
委員長：管理者
委 員：虐待防止マネジャー

（サービス管理責任者等）
看護師・事務長
利用者や家族の代表者
苦情解決第三者委員など

虐待防止マネジャー

各部署の責任者
サービス管理責任者など

虐待防止マネジャーの役割
・各職員のチェックリストの実施
・倫理綱領等の浸透、研修の実施
・ひやり・ハット事例の報告、分析等
・身体拘束に関する適正化について

の検討 等

職
員

職
員

職
員

虐待防止マネジャー

各部署の責任者
サービス管理責任者など

職
員

職
員

職
員

虐待防止マネジャー

各部署の責任者
サービス管理責任者など

職
員

職
員

職
員

事業所 事業所

虐待防止委員会
委員長：管理者
委 員：虐待防止マネジャー

（サービス管理責任者等）
看護師・事務長
利用者や家族の代表者
苦情解決第三者委員など

虐待防止委員会
委員長：管理者
委 員：虐待防止マネジャー

（サービス管理責任者等）
看護師・事務長
利用者や家族の代表者
苦情解決第三者委員など

合同開催
も可能

事業所

合同開催
も可能

虐待防止マネジャーの役割
・各職員のチェックリストの実施
・倫理綱領等の浸透、研修の実施
・ひやり・ハット事例の報告、分析等
・身体拘束に関する適正化について

の検討 等

虐待防止マネジャーの役割
・各職員のチェックリストの実施
・倫理綱領等の浸透、研修の実施
・ひやり・ハット事例の報告、分析等
・身体拘束に関する適正化について

の検討 等

令和３年度報酬改定
等の情報提供



職員一人一人の権利擁護の意識向上
施設・事業所内の体制整備の再確認

ご清聴ありがとうございました。



受講後のお願い

22

次年度の研修の更なる向上に向けて、
アンケートのご協力をお願いいたします。

※ アンケートはこちら

https://www.shinsei.e-aichi.jp/pref-aichi-u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=39293


